原発問題住民運動全国交流集会 in 北海道 集会アピール
省エネ・再エネで原発ゼロを実現しよう！

私たちは今日、北海道札幌市で開かれた原発問題住民運動全国交流集会に集いました。本集会は、「福島第一原発事故を忘れない！」「原発の新増設反対と核燃サイクルからの撤退！」「環境破壊を許さず、住民本位の自然・再生可能エネルギーの促進を！」などをスローガンに掲げて開催されました。

2011年3月11日、世界でも最大規模の東北地方太平洋沖地震と巨大津波が発生し、東京電力福島第一原発が全電源を喪失して水素爆発を起こし、世界最悪レベルの放射能拡散事故を引き起こしました。大地と大気、そして海が放射能で汚染され、事故から15年半が経過した今も、原発災害は続いています。国と東京電力の責任による被災者・被災地救済や支援対策、そして事故収束対策は、なお不十分な状態に放置されています。

避難指示が出された近隣12市町村だけでも、今なお5万人を超す方々が避難を余儀なくされており、県全体の避難実態はいまだ不明なままです。避難の実態把握こそが、住民救済・支援の出発点です。福島では、地震・津波による直接の犠牲者は1,605人に上り、過酷な避難生活の中で亡くなった関連死は2,300人余りに及び、今もなお増え続けています。

故郷に帰還された方々も、日々の生活に大変な苦労を強いられています。12市町村にあった8つの病院のうち再開できたのは2つのみであり、61あった診療所の再開も半数にとどまっています。農林水産業や観光業など、生業（なりわい）の再建も懸命の努力が続けられているものの、事故前の水準にはほど遠いのが現状です。営農再開面積は55％、農産物出荷額は40％、販売農家戸数は27％にとどまっています。沿岸漁業の水揚げ量も事故前の27.8％、水揚げ金額は47.8％という実態です。

昨年2月に閣議決定された第7次エネルギー基本計画では、それまでの「可能な限り原発依存度を低減する」との文言が削除され、「原発の最大限活用」へと大転換が図られました。これを受けた7月末の原子力関係閣僚会議における「今後の原子力政策の方向性と行動指針」の改訂では、40年代以降も発電電力量の2割を原発でまかなうため、40年代までに120万キロワット級の原発を約2〜5基、50年代までに約11〜14基の稼働・建て替え・新増設を明記しました。
現在、資源エネルギー庁は、すでに規制基準審査に合格している北海道電力泊原発3号機、日本原子力発電東海第二発電所、東京電力柏崎刈羽原発7号機の3基について、早期再稼働を推し進めようとしています。

さらに、規制基準適合性審査を取り下げた中部電力2基を除いて、適合審査中の6基がターゲットとなっています。具体的には、北海道電力泊原発2基、電源開発大間原発1基、東北電力東通原発1基、中国電力島根原発1基、北陸電力志賀原発1基です。

1995年の兵庫県南部地震以降、巨大地震・大地震が相次ぐ日本において、原発とその関連施設の立地は世界一危険なものです。福島第一原発事故は、そのことを如実に実証しました。地震・火山列島である日本に立地する原発の危険性が増大するなか、原子力規制委員会は、福井県若狭湾に集中する関西電力高浜1〜4号機や美浜3号機など、8基もの原発に対して40年超の運転延長認可を与えています。老朽原発は、原子炉圧力容器の脆化が進むに加え、点検や交換が困難な配管の劣化、減肉・腐食、金属疲労、さらには電気ケーブルの劣化・損傷も進んでおり、事故のリスクが一層高まります。

老朽原発をはじめ、再稼働した原発のトラブルや不適合事象が後を絶ちません。「原発事故を、次も日本で起こしてはならない」──。原発立地地域をはじめ、住民と国民の命・暮らしを守るために、直ちに原発の運転を止め、省エネ・再生可能エネルギーを推し進めて「原発ゼロの日本」を実現しましょう。
経済産業省も推進するLED化などの省エネを進めるだけで、30年代には100万キロワット級の原発8基分の電力が生み出せます。すべての自治体・企業・家庭における省エネ化を徹底するとともに、太陽光発電などの再生可能エネルギーの開発と蓄電池の活用を進めれば、原発に頼らなくとも電力需要は十分に賄うことができます。

しかし政府・経産省は、原発から生み出される「核のごみ」の処理・処分の具体的対策や方針の見通しすら立たないまま、原発の再稼働・新増設を推進しています。核燃サイクルは完全に行き詰まっており、福島をはじめとする廃炉作業も遅々として進んでいません。福島原発事故で発生した放射性汚染土についても、十分な処理・処分が行われないまま、「復興再生利用」の名の下に、宮城県仙台市や埼玉県さいたま市大宮区の合同庁舎周辺などに、住民への説明もないまま運び込まれ始めています。

また、溜まり続ける使用済み核燃料についても、青森県六ヶ所村の再処理工場の建設・稼働が見通せない中、乾式貯蔵も含めて原発敷地内に留め置くことを余儀なくされています。高レベル放射性廃棄物の最終処分場についても、東京都小笠原村の南鳥島に続いて茨城県常陸大宮市に文献調査が申し入れられましたが、地殻変動が激しく地下水も豊富な日本列島において、数十万年単位で管理しなければならない高レベル放射性廃棄物の最終処分地を確保することなど、到底不可能です。

一昨年の元日に発生した能登半島地震では、地域住民が甚大な被害に見舞われました。この地震は、各地の原発立地地域における防災・避難計画が、現実には全く機能しないことを誰の目にも明らかにしたと言えます。昨今の豪雨災害時における貧弱な避難実態を見れば、地震・豪雨・豪雪などの自然災害と原発事故が重なる複合災害時には、現在の避難計画はほぼ無力であることが明白です。

また、昨年の内部告発から発覚した中部電力浜岡原発の基準地震動データ捏造問題は、同社に危険な原発を扱う資格も能力もないことを白日の下にさらしました。これは一企業の資質の問題で片付けられるものではなく、すべての原発事業者の総点検が不可欠です。さらに、規制を司る原子力規制庁・規制委員会が、こうした原発の基本的な安全性にかかるデータ捏造すら見抜けなかったとすれば、「規制基準に合格したから動かしてもよい」などとは到底言えません。
中部電力浜岡原発は直ちに全号機を廃炉にすべきであり、あわせて規制体制の抜本的見直しが求められます。この間、原発の規制機関と資源エネルギー庁などの推進機関の間での人事交流（ノーリターンルールの形骸化）などが指摘されていますが、こうした癒着は断じて許されません。規制当局は、規制体制の充実と能力の向上を厳に図るべきです。

私たちは、ここに以下のことを決議します。

記
1. 福島第一原発事故の教訓を真摯に受け止め、原発とその関連施設の危険性を広く国民と共有します。
2. 原発の再稼働および新増設に反対し、原発の速やかな廃炉と核燃サイクルからの撤退を求めます。
3. 国民的合意に基づかない「核のごみ」の安易な持ち込みや処理・処分の推進に反対します。
4. 住民・国民の安全を確保できる実効性ある避難計画を求めます。
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